
 

1 

 

２０２２年度第３回伊賀市人権政策審議会 議事概要 

１．開催日時 ２０２２（令和４）年８月２９日（月） 午後２時～午後４時 

２．開催場所 伊賀市役所本庁 ２階 ２０２・２０３会議室 

３．出席者 

  委員１５人 

事務局６人 

   

事務局：定刻の２時ですので２０２２年度第３回伊賀市人権政策審議会を開催

します。 

本審議会は「伊賀市情報公開条例」第２３条の規定により、公開します。

公開の方法は「審議会等の会議の公開に関する要綱」第８条の規定により、

審議会の会議録作成が定められており、録音することと、本日の会議の記録

作成にあたり、委員の名前は公表せず発言内容を公開しますので、ご了承を

お願いします。発言はマイクを通してください。 

なお、「伊賀市人権政策審議会条例」第６条第２項の規定により、過半数

の委員の出席が必要ですが、本日は総委員１８名中１５名出席であり本審議

会は成立しています。 

なお、本日の会議に際し委員から欠席のご連絡を受けています。 

また、先ほど説明した条例等で告知を行い、本日２人の傍聴があります。 

それでは初めに会長からご挨拶をいただきます。 

 

会長：会長あいさつ 

 

事務局：ありがとうございました。続きまして人権生活環境部長が挨拶します。 

 

事務局：あいさつ 

 

事務局：本日の資料について確認します。 

事項書が１枚、資料１の冊子が一つ、資料２の冊子、本日お配りした参考

資料として、２０２０年度人権同和問題に関する伊賀市職員意識実態調査、

並びに２０２１年度会計年度任用職員を対象とした、人権同和問題に関する

伊賀市職員意識実態調査報告書が一つ、それから伊賀市職員人権同和問題研

修方針の冊子が一つ、そして伊賀市役所さわやか接遇マニュアルがあります。

不足している資料はありませんか。 

続いて委員の紹介として、今回の審議会から就任いただいた委員に自己紹
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介をお願いします。 

 

委員：あいさつ 

 

事務局：ありがとうございました。委員には本日以降の審議会で闊達なご意見

を頂戴したいと思います。 

それではこれより議事に移ります。「伊賀市人権政策審議会条例」第６条

第１項の規定で、会長が議長となると規定していますので、会長に議事進行

をお願いします。 

 

会長：それでは事項書に基づいて議事を進めます。はじめに事項２の「第４次

伊賀市人権施策総合計画の基本方針（修正案）の検討について」を議題とし

ます。事務局より説明をお願いします。 

 

事務局：今年度をもって６年間の計画期間が満了となる第３次人権施策総合計

画は、前回６月２９日の第２回人権政策審議会で第４次計画の骨子・構成に

ついて説明行いご意見を頂きました。 

本日は、いただいた意見を踏まえ、再度精査した骨子構成を基に、計画第

１章の「計画の基本的な考え方」を修正したので内容を審議ください。よろ

しくお願いします。 

 

事務局：修正箇所から、特に検討いただく部分を抽出して提案します。 

資料１の１０ページの中段で、青色と赤色で書いている部分が、第４次人

権施策総合計画の策定に係る基調の部分ですので、検討をお願いします。 

青字で書いている部分は前回提案した部分、赤字で書いている部分が、前

回の会議以降に修正を加えた部分です。 

この修正を加えた部分は、前回会議での提案内容は、差別を生み出す制度

や慣習、構造等の現実を踏まえて、中略、問題解決に必要な事業の新設や既

存事業を見直し『第４次伊賀市施策総合計画』を策定する」としていました。 

ここに第３次人権施策総合計画からの課題である人権課題別の差別解消

ガイドラインの策定を行って、条例で禁止している差別とは何かを明らかに

することと、差別を受けた際の相談体制の構築と救済の制度を形にしていく

ことを目的とするために、「差別撤廃条例が禁止する差別とは何かを明らか

にし、様々な差別を解消するためのガイドラインの策定や差別被害の救済制

度の構築と、既存事業の見直しを行い、『第４次伊賀市人権施策総合計画』

を策定する」と変更しました。 
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修正点の説明を最後までしてもよいですか。 

 

会長：はい、お願いします。 

 

事務局： 

１０ページの下段（３）第３次計画における取組の成果と第４次計画の課

題です。 

１０ページから２１ページは、第２回審議会では保留としていた部分です。

第３次伊賀市人権施策総合計画に基づく各担当部署所管の人権施策の進捗

状況の確認を、この期間に行い、施策分野別に人権部局で成果の分析と課題

の整理をしました。 

１４ページの施策分野２の人権擁護と救済のための施策、１４ページの

（２）（３）です。 

まず（２）です。 

伊賀市では合併と同時に差別撤廃条例を制定したが、市の条例が「なくす

べき」と定めている差別とはどのような行為かを明らかにする必要がありま

す。そのため、これが「差別」だと判断できる、差別解消ガイドラインの作

成に向けた取り組みに着手し、差別事例の収集や差別解消ガイドライン策定

プロジェクトチーム会議を設置し、差別解消ガイドラインの策定に向けた検

討を重ねてきました。「なくすべき」差別とは何かを、誰もが理解・行動し、

差別のない社会を実現するためにプロジェクトチーム会議に加え、当事者の

意見を聴取するとともに、専門的な意見を取り入れ、取り組みを進めていく

ことが必要です。と修正しました。 

続いて（３）の人権相談体制の充実と人権救済、支援体制の構築です。 

人権に関する相談は、相談者の状況により多種多様であり、また、救済や

保護を必要とする人の状況も様々です。人権に関する相談は複雑なケースも

多く、効果的な人権擁護や救済・保護施策を講じていくためには、ケースに

対応した適切な部署や機関に取次を行うことも必要です。そのため、これま

でから法務局や三重県人権センター、人権擁護委員など、行政窓口と専門相

談機関や保護機関などとの連携・協働体制の整備を進めてきました。しかし、

相談をしたくても相談に行けない人もいる現状から、相談者がより利用しや

すく、相談者のニーズに応えられるよう、「地域相談員」の設置を検討して

きました。また、地域相談員では解決に至らない人権相談や差別事象の訴え

については、専門性を有する機関との情報共有や連携を図るなど、人権相談

や人権救済に向けた支援体制の構築を進めます。このように修正しました。 

人権部局での第３次計画の課題と成果についての説明は以上とします。 
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続いて、２４ページです。こちらは伊賀市人権施策総合計画と、他の計画

や条例との関係を示した図です。 

第２回審議会では、他の計画との関連性について、特定の属性に対して制

度的に差別を生み出す構造となっていないかを、人権施策総合計画にチェッ

クする機能を持たせると提案をしましたが、他の計画との連携や調整、整合

性を持たせていくことが重要であるとの意見をもとに修正しました。 

まず、地域福祉計画と他の福祉関係の計画との関連性ですが、伊賀市地域

福祉計画に記載されている関連図に合わせる形で修正しました。 

また、人権施策総合計画と、他の計画についても整合性を持たせ、連携を

重視した形に修正しました。 

併せて、伊賀市人権施策総合計画の囲みの中に、個別の人権課題別に今後

策定を進めていく差別解消ガイドラインを明示し、市の施策を進める上で、

差別とは何かをチェックするためのツールとして利用する形で、人権の計画

と連携をさせていくことを図示したものです。関係図については以上です。 

続きまして、２５ページの計画の基本理念ですが、（２）の取り組むべき

施策の中の①です。前回の提案では人権施策の構築として、差別を生み出す

制度となっていないか、施策の検証を行っていくと提案をしましたが、第３

次人権施策総合計画の課題をきちんと整理し、何をしていくのか明示するべ

きとご意見をいただき、①は第３次計画の記載に戻しました。 

②の人権擁護と救済ですが、第３次計画の課題として残っている相談・救

済体制の構築について、特に三重県との連携・協力をきちんと明記し、県で

新たに策定した条例との整合性を図りたいと考えています。 

２７ページ２８ページです。こちらは計画の基本的視点です。 

①について前回の審議会では、人権問題について改めて定義するとして、

表を付けましたが、この部分は、人権課題別の差別解消ガイドラインにその

役目を持たせ、差別とは何かを共通のものさしで判断できるようにする方が

良いとご意見を頂きましたので、こちらについても第３次人権施策総合計画

の記載に戻しました。 

②です。前回の審議会では、あらゆる施策について、差別を生み出す構造

となっていないかという視点で、点検・見直し、「合理的配慮」がなされる

施策の検討や、事業の見直しを行うとしていました。これについても、差別

解消ガイドラインに役割を持たせつつ、その上で人権課題別の属性に応じた

「合理的配慮」がなされる施策は必要であり、第３次計画の記載に差別解消

ガイドラインの策定と救済体制の構築を加えた上で、多様性を認め合い、誰

もが尊重されるまちづくりを目指すと修正しました。 

③です。大きく変更をしていません。この赤字で書いた１行目から２行目
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は、「人権に関する施策を検討していく上で、専門性を有する機関や団体の

知見を得ていく必要がありますので、この部分人権問題に関する専門的な知

見を有する団体や個人などから意見や提案を受け、検討した上で、」という

部分を付け加えました。 

３０ページです。 

推進体制（２）の中段の部分です。 

第３次人権施策総合計画からの課題である差別解消ガイドラインの策定

と救済制度の構築について、第４次人権施策総合計画の５ヵ年の期間内に差

別解消ガイドラインの策定と人権相談・救済体制を構築していくためにプロ

ジェクトチームを設置することを加えました。 

資料１、第１章の修正点について、主にご意見を頂戴した箇所の説明は以

上です。 

 

事務局： 

なお、この第１章とともに計画の第２章、２０２０年度に実施した「人権

問題に関する市民意識調査」の結果から見えてきた人権に関する市民意識の

現状と課題という部分に基づいて、本計画の本文に該当する「第３章の施策

の展開の方向性等について」の内容を組み立てていきたいと考えます。 

本日の会議でいただいた意見などを参考に、第３章の内容に反映させてい

きたいと考えます。よろしくお願いします。 

 

会長： 

ただいまの事務局からの説明について、委員の皆さんからのご意見、ご質

問をお願いします。 

とりわけ１章の基本的な視点の部分、それぞれ当事者の方々からのご意見

があるようでしたら発言をお願いします。 

大きな方向としては、説明があったように、条例に基づいて計画が作られ

るので、条例で書かれたことを具体化していくための計画となります、その

時に差別をなくしていくために、なくすべき差別とは何なのかを、できるだ

けわかりやすく、ガイドラインという形で作っていこうという部分です。こ

のガイドラインも、一度できるともう未来永劫変わらないということではな

く、実態調査や様々な相談活動を通じて、ブラッシュアップしていく仕組み

を盛り込んでいく必要があると思います。ちなみに実態調査の２７ページを

ご覧いただくと、差別は人として最も恥ずべき行為の一つであるということ

を尋ねていますが、「そう思う」という市民と、「どちらかと言えばそう思う」

という市民を足すと、『９５．３％』ほとんどの市民の方が差別は「人間と
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して最も恥ずべき行為だ」と考えていることがわかります。 

一方で、その後の様々な調査の結果を見ると、差別というものが、一体市

民の間にどのように理解されているのか、具体的な各論になってくると、市

民の意見が少し揺れ動いているというのが、よくわかると思います。 

ですから、「差別はいけないことだ」「なくさないとだめだ」ということで

は、市民のおおよその合意は得ていると思いますが、具体的になくすべき差

別が、どういうものかということは、市民の間で意見が分かれていると思い

ます。 

それでは差別が起きたときに、「ある人はこれを差別だ」と捉えますが、

「ある人はこれを差別だ」と捉えない。虐待でも、親は子育てだとか、親は

躾だと言うけども、いや、それは教育でも躾でも子育てでもないでしょ、こ

れは虐待ですよと、これが水掛け論にならないように、児童虐待防止法とい

う法律をつくって、児童虐待とはどういう行為なのかを定義して、そして何

人も児童虐待はしてはなりませんと禁止をしているわけですね。 

ですから、そのことによって仮にお父ちゃんがお母ちゃんの前でお母ちゃ

んに夫婦喧嘩をして、ぶん殴ってしまったと、それを子どもの前でやってし

まったと、これ、今これでは、この行為そのものがドメスティック・バイオ

レンスだけではなくて、これが児童虐待だと判断されるようになってくるわ

けですね。なんでこうなったかと言うと、児童虐待防止法という法律ができ

て、児童虐待が定義されて、それが禁止されたからですね。 

ですから、児童虐待は良くないことがわかっても、何が児童虐待なのかが

はっきりしないと、無くしていくことがなかなか出来ないということと、良

く似ていると思います。 

差別というものが、市民の間に「差別は駄目だ」というところまで、この

間の当事者や、行政のいろんな方々の取り組みでたどり着きましたが、問題

はその無くさないと駄目な差別とは、一体どんなことなのかっていうところ

に、これから入っていくということではないかと思いますが、特にそれ以外

のところでね、当事者の問題が例えば女性ですとか、障がい者ですとか、子

どもですとか、同和問題、高齢者、外国人、性的マイノリティ、インターネ

ット、疾病と人権というように、２１ページまで具体的にそれぞれの重要な

視点が事務局によって、１７ページから２１ページまでですね。ここにそれ

ぞれの分野別の課題が書かれていますが、それぞれの分野のところから選出

された皆さんがいらっしゃるので、こういう視点が抜けてるんではないかと

か、これここはおかしいんじゃないかというようなご意見があれば、今出し

ていただくとありがたいと、ここに書かれていることが今後５年間ですね、

５年間に渡って市の人権行政の一つの方向になってくるので、ぜひ当事者の
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方々からご意見、お声いただきたいところです。 

はい。 

 

委員： 

今、会長が言われたように、１４ページの差別解消ガイドラインについて、

差別撤廃条例等についても、伊賀市のなくすべき差別って部分についても、

行政と私たちと、それから市民の皆さん方はあまりにも知らないっていう部

分をちょっとだけ出してみたい。伊賀市合併のときに、運動団体も合併しま

した。 

それまで奨学金制度は、県と市の同和奨学金制度がありました。 

合併前から奨学金制度がなくなってきて、私らも合併した時に奨学金制度

があったおかげで子どもたちを高校へ行かせることができたという、母親や

地域の人たちの声をいっぱい聞いていて、これは合併になっても必要だとい

うことで、日数的にかなり日数をかけて、当時の行政、市長はじめ、行政の

方々と色々議論させていただいて、同和向け奨学金を作りました。 

そのときに、同和地域だけではあかんのやと、一般地域と奨学金を一緒に

つくるという条件で作ってもらいましたが、今、同和の奨学金に対しては比

較的バッシングとか、そんな声をお聞きしたりしますが、一般地域の奨学金

も一緒に作ったのに、そこにはバッシングは一切ないと、そんなこともまた

知ってほしいし、それと同和向け奨学金は世帯の年収に関わって金額が決ま

ってくるし、それで奨学金が受けられない子どもたちがたくさん出てきてお

るし、一般地域の奨学金の方が、同和奨学金より制度的にはたくさん受けて

いると、こういう現実も知っていって欲しいし、そのようなことがあまり行

政から発信されていない。これまでに運動が果たしてきた役割についても、

前に説明したかもしれませんが、小・中学校の、例えば義務教育における教

科書無償化制度とか、統一応募様式それから、本人通知制度とか、パートナ

ーシップ制度とか、条例とか、私たちが果たしてきた部分について、一切市

民の方々が知らないっていうこんな現実、私たちの先輩が高知県からはじま

って、高知県のお母ちゃん、同和のお母ちゃん達が一生懸命に教科書無償化

の闘争して、その教科書の無償化闘争勝ち取って、部落だけやない、全国津々

浦々まで先生方と協力しながらタダにしていったと、こんなことを皆が知ら

ないし、今もそれを受けているけど、私達の時代、私は貧困だったので、近

所のお兄ちゃんやお姉ちゃんから古い本をもらって学校に行ってたんです

けれども、私らの５歳位下の子どもたちは教科書をもらうようになったんや、

それもそういう地域の人たちが頑張ってきたおかげっていうのを、皆がわか

ってもらっていないし、行政もそのことを発信してこなかった。金字塔のよ
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うに言われてきたっていうことは、今まで第２次・第３次の人権政策審議会

等々についても、その都度いろんな形で行政は市民の方々に浸透さしていこ

うという努力をしてくれてるのは、十二分にわかるけども、そのことすら広

報に出しても見ないとか、一切分かってくれていない人たちがあまりにも多

いから、そこらに対する部分はしっかりこう行政から発信出来るように読ん

でいただけるように、もっと言うたら私らの市民館で、隣保館から地域の

方々へ発信するときにはみんな漢字にはかなをふってとか、そういうような

施策もしながら、やっぱり識字っていう部分についても、まだまだ外国籍の

方々もいてくれるし、識字わからへんっていう人たちもいるから、そこらの

部分も考慮に入れた上で発信していただいたら非常にありがたいと私は思

います。 

 

会長： 

はい、ありがとうございます。その他いかがでしょうか。はいどうぞ。 

 

委員： 

第３次のこの黄色の方も、読ましていただきましたんやけども、その中で

（４）の誰もが住み良いまちづくりの推進ということで、今度、４次に向け

ての変更文を赤字で作ってもらいましたので、これ１６ページです。 

この赤字、前の時はハード面の改善については、徐々にしか進めることが

できませんでした。という字余りの関係で、どうすんねんっていうのが載っ

てなかったので、今回、第４次の中によくわかるように書いていただきまし

た。誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるよう安全に安心に社会参

加できるよう、まちづくりにおいて、ハード面からの安全性や快適性を確保

する必要がありますと、いうことを書いてくれました。 

そのためには、安全で快適な住居の確保、それと共に、道路の新設・改良

や都市公園について、身体に障がいのある人や、高齢者の利便性に向けて整

備を行ないました。 

ちょっとここ、今、言わしてもらうのはね、整備を行いました。で、これ

でええのかなと、整備を行ったけど、今後の維持・管理については、このよ

うに務めていきますとか、そうしないとね、どうしても道路とかね、歩道の

とことか、車いすが通る時にはね、角のところでどうしても道路と接する所、

大分へこみます、長年車も一部タイヤ乗りますのでね、限界まで乗りますの

でへこみます。 

この間、ある地区の方で要望聞いて市と一緒に行きまして、いや、県の人

と一緒に行きましてね、そういう場所もあったら出てきますので、ちょっと
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維持・管理の部分、今後の施策として完成したけども、維持・管理も十分調

査をしていこうという考えで入れてほしいと思います。 

 

会長： 

はい、ありがとうございます。 

その他、いかがですか。はい、どうぞ。 

 

委員： 

はい、１８ページの女性のところで少し気になるところがありました。 

「男女共同参画の意識向上の為の行事を市民と協働で行ってきました」っ

ていうところがあるんですけども、これはいきいき未来２０２２のフォーラ

ムを毎年やっているんですけど、今年は４００人近くの人に来ていただくこ

とが出来て、いきいき未来いがが男女共同参画のフォーラムであるっていう

ことが、大分に行き渡ってきたような気がしますが、まだまだ一部の人に限

られていて、もう少し皆に浸透できるようなフォーラムになるような取り組

みをしていかなければならないと感じます。 

ここにも書いてありますが、この女性のアンケートの結果で、「差別は将

来なくすことが難しい」っていうのが２１．７％に達しているっていうこと

で、市の方でも男女共同参画社会の実現を目指して、いろんなフォーラムや

研修を行っていただいているところですが、やはりその固定的的役割分担の

意識っていうのが、伊賀市においてもまだまだ出来ていないと思います。 

アンケートの結果からでもそうですけれども、男女共同参画っていうのが、

事業所や家庭において、啓発していくのはもちろんですが、やはり男性にも

そのようなことに協力していただいて、今後の取り組みをしていかなければ

ならないということで、性別や年代に関係なくあらゆる分野へ参画をしてい

くことがこれから必要になってくると思うので、その様な取り組みをこれか

らずんずんと推進をしていっていただきたいと思います。 

 

会長： 

はい、ありがとうございます。 

 

委員： 

性的マイノリティの面から一つ言わせていただきます。 

情報の面ですが、最近特に感じるのは、学生の保護者ですね、そこに情報

が行き届いていないとすごく感じまして、教育関係の方のお話を聞きまして

も共通の課題なのかなと。当時私が感じていた生きづらさ生きにくさ、２０
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年前３０年前ですけども、それが一部でループしてると感じてます。 

それは保護者世代です。すごく影響していると、この制度に関して何も言

うことないんですが、情報の何か共有の方法というか、保護者層、地域の方

の部分で、もうちょっと何か積極的な共有が出来たらもうちょっと前に進む

のかなって感じています。以上です。 

 

会長： 

ありがとうございました。貴重な御意見、その他いかがでしょうか。はい

どうぞ。 

 

委員： 

１３ページですね、中段位の民生委員のことですけど、民生委員・児童委

員、ついては地域の身近な支援者であることから、活動を分野も広く、様々

な案件に関わることが多いため、これは確かにその通りでございます。 

民生委員・児童委員一人ひとりが課題を感じている、個別の人権課題にあ

った研修内容を考慮することが必要であるということですが、これについて

ですね、個別の人権課題をどのようにして把握していただいているのか、ま

た、それをですね、どのような研修の内容にしようとしているのかお聞かせ

ていただきたいと思います。 

もしそういうのがあればここに盛り込んでいただければ、いいのかなと思

うんですが、どうでしょうか。 

 

会長： 

事務局の方からお願いします。 

 

事務局： 

ここについてはですね、第３次の計画と同様に書かせていただいたんです

けど、１０ページです。１０ページの上段のところですね。 

 

会長： 

３次計画ですね。 

 

事務局： 

第３次計画の１０ページと同じように記載しましたが、この書き方だと、

「ニーズ」が何か明らかになってない、ということや、各担当部署から上が

ってきている第３次計画の施策も、今までの課題がそのまま継続して課題に
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なっているような状況があったために、それを明らかにした方がいいのでは

ないか。ということで個別の人権課題という書き方に事務局で修正したので、

委員がどのような事を実際の活動の中で感じているのかというのをここで

聞かせていただくと、それを持って担当部局と調整をしながら修正していき

たいと考えます。 

 

委員： 

いろいろ課題はあります。特にコロナ禍の中で民生委員に関わる課題とい

うのが大きく変わっているものもあります。訪問したくても訪問が出来ない、

中にはもう来ないでくれという人もいます。 

でも実際には、支援をしていくことが必要な方には、声かけをしたいんで

すけれど、なかなかそれも出来ない、手紙を書いてポスティングしてまた、

それを返してもらうなり、電話での対応とか、今までのような支援っていう

のは出来ないんですね、今ね、しばらくこれも続くと思われますので、コロ

ナ禍においての支援体制の難しさって言うんですか、でも、余計にその普段

簡単に入れるものが、様子もわからないこともありますし、引きこもってし

まって体力も衰え、認知症が進んでいる方も居ます。 

そういったことも把握しながらの支援が必要になってくるので、そういっ

た内容のことを書いていただければありがたいと思います。 

 

事務局： 

すごく明確になりました。ありがとうございます。 

 

会長： 

貴重な意見でした。その他いかがでしょうか。 

障がい者の権利条約を日本が締結して、コロナ等で最初の条約審査が遅れ

ていたんですが、今ようやくジュネーブで障がい者の権利条約を日本が締結

していますが、その条約に書いてあることを日本政府はちゃんと取り組んで

いるのかを今、国連という場で審査されています。 

一つは地域生活、施設ということではなくて、地域で障がいのない子と同

じように暮らしていけているのかどうかということと、それと、精神障がい

者の社会的入院があまりにも日本は長すぎないかという問題と、それと学校

におけるインクルーシブ教育ですね、これ、どれを見ても権利条約に書いて

ある約束事とはかけ離れていてですね、インクルーシブ教育なんかは、日本

の文科省が進めている教育は、国際基準からすると、インクルーシブ教育じ

ゃないというのが世界のスタンダードになっているということで、おそらく
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この三つの点については、９月中下旬ごろに国連から、国連の障害者権利委

員会から日本政府に対する勧告、勧告そのものの法的拘束力はないんですけ

れども、憲法には締結した条約を遵守するという、憲法９８条２項という項

目があるわけで、私やっぱり、我が国においてこういったものが、これから

障がい者の課題の重要なポイントになってくると思うので、もし盛り込める

のであれば、その課題を入れておくことが大事になってくると、おそらくそ

の勧告を踏まえて、今政府の中で、障害者基本方針の改定が進められている

んですね。障害者基本方針の改定は閣議決定する項目ですから、それがおそ

らく反映されると、当事者は非常に嬉しいんではないかなと思うんですけれ

ども、ちょっとそういうことがこれからの我が国におけるね、大事な課題に

なってくるんで、伊賀市で障がい者の問題をやるときの地域生活ということ、

社会的に入院ということ、インクルーシブということが合理的配慮とかね、

事業者への法的義務というのと併せて大事になってくると思うんで、そうい

ったことはちょっと入れておく必要があるのかなと思いました。 

はい、具体的にどんな形で計画の中に文章化していくのかは、今ここで議

論すると時間がないので、事務局と発言いただいた方々との審議会を踏まえ

た格好でのやりとりをしていただいて、いただいた意見を可能な限りこの文

章に生かしていきたいということです。 

それではよろしいでしょうか。はい。 

 

委員： 

１４ページの（３）の「人権相談体制の充実と人権救済支援体制の構築」

の部分ですが、この文章の中で「相談したくても相談に行けない人もいると

いう現状があることから、相談者がより利用しやすく、相談者のニーズに応

えられるよう、地域相談員の設置を検討してきました。また、地域相談員で

は解決に至らない」という文言ですが、この地域相談員が必要やっていうこ

とで、設置について検討されてきたっていうことがどういう内容だったのか

わかりませんが、地域相談員では解決に至らないっていうことが前段のこと

と、ちょっと繋がらないと思っているので、この地域相談員の設置について

の検討をどのようにされていたのかっていうことを教えてください。 

 

会長： 

はい、これ事務局の方からお願いできますか。 

 

事務局： 

人権問題に関する伊賀市民意識調査等でも明らかになっているとおり、人
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権相談をしたくても行政の窓口に相談する人がなかなかいないということ

は、この審議会の中でも、御意見等でいただいています。 

それを受けて、第３次人権施策総合計画においては、相談救済の体制の構

築を目標として定めてきて、その中で地域相談員を設置することを具体的な

目標として定めてきたところでした。 

しかし、実際に私達事務局としてそこまで出来ていなかったのが現実です

ので、この課題を改めて自分達で見直して、第４次人権施策総合計画の中で

具体的な形で、体制を構築していくのかをきちんと事務局で取り組まなけれ

ばいけないということで、改めてここに明記したものです。 

 

会長： 

よろしいですか。はいどうぞ。 

 

委員： 

設置について検討されてきて、またその地域相談員では解決に至らないっ

ていう言い切っているけど、その検討をしてきて、なんで至らないってここ

で挙げたんかっていうこともちょっと、疑問感かなって思うので、ちゃんと

した検討がされてへんのに、ここではっきり解決には至らないっていう、文

言になっているので、そこがちょっと、はい。 

 

会長： 

はいじゃどうぞ。 

 

事務局： 

すいません、仰っていただいた通り言葉の矛盾というか、検討にも至って

いない中で、何を根拠にこの解決に至らないと言っているのか、不明だと思

うので、この辺りも修正するなり、削除するなりっていう部分を含めてです

ね、文言を修正します。 

 

会長： 

はい、ありがとうございます。 

その他、疾病と人権に関するところもですね、コロナ程ではありませんが、

新たな感染症として、サル痘という新たな感染症が発生をしているというこ

とで、男性同士の性的行為で感染するというような情報が流されて、またか

つてのＨＩＶの事件のときのような同性愛者に対する、差別偏見がまた起こ

っています。こういったいろんな差別が新しくどんどんどんどん生起をして
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くるわけで、こういった問題に関して、しっかりとアンテナを張って大きく

ならないように、できる限り早い段階で封じ込めていくということが非常に

大事になってくることも含めて、疾病と人権という項目を入れています。 

その他にもいかがでしょうか。 

外国人のところでは、法務省が技能実習制度の見直しに着手すると報じら

れていて、その技能実習制度の見直しの理由の一つに、やはり差別や人権侵

害という問題があるということのようです。人口減少社会ということで、ど

う人口減少を緩やかにしていくのか、できれば増やすことが出来るのかとい

う問題と、外国から人を受け入れるということは、国の大きなテーマにもな

ってくると思うので、多文化共生社会というのは、これからの地域社会を考

えると、非常に大事な問題になってくるでしょうし、この認知症に対する差

別・偏見もね、非常にまだ、案外家族の中でとか、身内の中でね、認知症に

対する差別・偏見根強いんで、こういった問題もやはりこれからは高齢、ま

すます高齢化が進んでいく社会においては、大事な人権課題になっていくと

思います。 

よろしいですか。はい、どうぞ。 

 

委員： 

インターネットによる人権侵害の件です。 

前回の第３次のところから赤字がほぼないということは大きく変わって

いないと言うところではあると思いますが、その間にもインターネットに関

しては、私達の生活にすごく身近にもっともっとなって、急加速でなってき

ている時代であると思います。それでも、悪質な差別的な書き込みが後を絶

たないということもたくさん人権の講座で取りあげられていて、よく分かっ

てはいるんですけれども、私も今回のコロナ禍での生活の中でＹｏｕＴｕｂ

ｅに触れる機会があり、その中での発言は、非常にショッキングなものであ

ったり、衝撃を受けたりすることが現実として感じる部分がありました。 

その中でやっぱり気にはなりますが、これをどこへどうやって訴えていっ

たりとか、色んな研修を重ねているにもかかわらず、結局私、どういうふう

にこれを問題にしていったらいいんだろうという事がわからないというこ

とに自分が直面いたしました。 

学校の差別事象の案件に関しても送っていただている部分読んでいるん

ですが、その中に出てくる言葉がほとんどインターネットに転がっているん

ですね。そのことと結び付けて考えていくと今の子どもたち、自分達の世代

でもあるんですけれども、インターネットからの影響って大きいなっていう

ことを改めて実感しました。 
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もう少しここに関してもっともっとこう具体的な施策や、具体的に踏み込

んだ、私達保護者や、大人が前向きに考えるような、向き合うようなことに

なっていかないといけないなと感じたので、どういうふうに示すということ

まではちょっと私もわかりませんが、考えていきたいと思いました。 

 

会長： 

どうですか、この点について事務局。 

インターネットにおける人権侵害の点については、プロバイダ責任制限法

が改正されて、いわゆるプロバイダと言われる事業者の問題、責任を免除す

るということが問題になっていて、今年１０月ですかね、確か、改正された

法律が施行されるのが確か、今年の秋だと思いますが、要するに誰がその差

別的な誹謗中傷を誰が書き込んだのかという、情報開示請求が今までよりも

少しやりやすくなるということです。 

基本的には自力救済ですから、書き込まれた人が情報開示請求をして、誰

が書き込んだのかということを突き止めて、裁判せんとあかんという、２段

階・３段階、時間もかかる暇もかかるという、仕組みになっているというこ

とですよね。 

なかなかこのプロバイダ自身が自主的に判断をして削除できないという

状況が続いている中で、書きたい放題書かれて、そのことによっていろんな

被害が日々起こっているという状況がある中で、もう少し突っ込んだ方向性

がいるんではないかということですけども、課長いかがですか。 

 

事務局： 

ありがとうございます。 

はい、今委員仰っていただいたように、第３次計画を運用していく中で、

ネットモラルというところがかなり乱れてきたというか、私どもがモニタリ

ング事業をやっていく中でも、かなり酷い書き込み等々見かけることが多く

なりました。 

また、ＹｏｕＴｕｂｅ上でも、特に匿名性が高いというところで、かなり

酷い動画、私どもも差別事象という報告の中にも、同和地区を暴露するかの

よう映像が流されていたりするので、私どもも、そういった現実に触れてい

ますので、どういうことが起きてるのかっていう実態を踏まえて、もっと具

体的な形で明記するように検討します。 

 

委員： 

ＹｏｕＴｕｂｅとかＳＮＳとかＬＩＮＥとか色々あるけども、今、高校で
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はＩｎｓｔａｇｒａｍっていうのが流行ってて、このＩｎｓｔａｇｒａｍっ

ていうのは残りませんねんやんかな。 

２０やったら２０位書き込んだ後、書き込んで先から消えていく、だから

もう残らない。そんな状態の中で何をしてるかって言うたら、子どもの中で

やな、田舎いじり、例えば伊賀やったら大山田のどこどこを田舎やとか、美

旗のどこどことか、比奈知のどこどことか地名まで出して後は部落、部落の

端にはコンビニが多いとか、あそこの「コンビニは部落やで行くなよ」とか、

こんなやつがＩｎｓｔａｇｒａｍで上がってきている。 

この状況をこの前も、伊賀の高校の３校ぐらいの校長先生が、私どもの方

へ来て「色々こんな事件がありました。」っていうの、何回も聞かされてい

るわけですけども、なかなかそれが、書いた人が消えていくから残らないけ

ど、その人が覚えてて書かれたっていうのを記憶していながら先生に言いに

来たと、そやけど現実は残っていない。っていうプロバイダ等々の問題の中

では残ってこないから、次追尾できないていうこんな事件も発生してるって

いうのも現状です。 

 

会長： 

はい、ありがとうございます。 

群馬県や大阪府、大阪の一部でも大東市というような自治体は条例を作っ

て一定の規制をかけています。 

それと、消えていく情報に関してはスクリーンショットという形で、写真

を撮って保存しておくようにして、書かれている、投稿されているという事

実を消さない。というような方法をとっている自治体もあります。 

ですから、一つは国に対して、これは伊賀市レベルで解決できる問題では

ないので、国に対してしっかりと、対応を求めていくというようなことを、

する必要があるということは明記しておくということと、それと、伊賀市民

が加害者になったり、被害者になったりしないような一定のルールであると

か、教育や啓発であるとか、それと市民が被害を受けたときにどこまで救済・

支援できるのかね、具体的に言うと訴訟支援というところまで踏み込めるの

かどうか、最後は、だから誰がこの誹謗中傷を書き込んだんだっていうこと

を明らかにしようと思うと、裁判しないといけないわけですね。 

でも、被害を受けたその市民が、特にマイノリティがそれを１人でやって

いくっていうのは、非常にハードルが高く、そんなときに訴訟支援を応援出

来るような仕組みがあれば、かなり変わってくるんです。これを自治体でど

こまで出来るのかっていうことには議論があって、大阪市の橋下徹さんが市

長の時代にヘイトスピーチ対処条例っていうのを作って、今、条例は出来て
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るんですよね、当初はその条例の中に訴訟支援まで入れるっていう議論だっ

たんですよ。でも最終的にはそれ訴訟支援は外しましたけどね。 

そういうことも含めて審議会の中で、逆に言うと伊賀市の人権政策課の中

でこの問題について、先進的なところから情報をとったり、議論をしっかり

としていくということは、書き込んでおく必要があるのではないかなと思い

ますので、よろしくお願いしたい。というのと、性的マイノリティのところ

にね、思ってる以上に根強い偏見・差別があるという、これは政党の中でも

差別禁止か教育啓発かという法律、どっちの法律をつくるんや。という議論

の前提として、ＬＧＢＴＱに対する偏見や差別がある中で、政府がお墨つき

を与えるような人事をすることに関しては、私は危険な状況があると思うん

ですね。 

で、これに対してその取り組みをしていくというんですか、事実誤認です

からね。感染症やとか、いわゆる病気だとかね、ＬＧＢＴというのは病気な

んで、治療すれば治るんだっていうようなことは、もう完全な嘘であるわけ

で、そういったことを、これも一つの考え方なんだっていう事を、まき散ら

していくって言うんですか、これを自治体がそういった行為を差別だという

ふうに定義して、そういうことをしないようにしようというふうに呼びかけ

る必要があるので、少しここも踏み込んで書いておく必要があるのかなと思

います。 

よろしいでしょうか。個別の表現についてはちょっと、事務局の方へまた

ご意見を聞いて、表現についてはまた相談させていただきたいと思います。 

それでは、第２章としまして、２０２０年度の人権問題に関する市民地域

調査の結果から見えてきた市民意識の現状と課題について、担当の方からご

説明をお願いしたいと思います。 

 

事務局： 

はい、資料２をご覧ください。 

こちらは第２章として、人権問題に関する市民意識調査等にみる課題とし

て記載しました。第３次人権施策総合計画では、当事者の意見をヒアリング

したものをまとめて、この第２章に記載していましたが、第４次人権施策総

合計画の策定では、差別解消ガイドライン策定時に市内の当事者だけでなく、

もっと広く意見を聴取して、差別解消ガイドラインを実効性あるものにする

ことが重要ではないかとご意見をいただきましたので、当事者のヒアリング

は差別解消ガイドラインの策定時に重点的に行うこととして、この部分は今

回、削除をさせていただきました。 

今回の第２章の人権に関する市民意識の現状と課題の記載に関しては、資
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料の２７ページの中段に記載をしていますが、人権問題に関する市民意識調

査の他に、２０１９年に実施をした男女共同参画に関する意識調査の報告書、

それから２０２０年度、また２０２１年度に実施した、伊賀市人権啓発企業

等訪問の聞き取りの集計データ、それから伊賀市の人口統計、伊賀警察署に

調査をした６５歳以上の運転免許の保有数および保有率、２０２１年度の伊

賀地域のインターネットのモニタリングの分析結果の報告をもとに作成し

ました。 

この第２章では、意識の部分で大きく変わったところを中心にピックアッ

プして説明します。 

まず、３２ページです。 

子どもの人権に関する意識の躾のための体罰について、という部分です。 

前々回、前回の調査から体罰を否定する意見が増加する傾向が見えていま

したが、今回２０２０年の意識調査の結果で「どちらかといえばそう思わな

い」または、「そう思わない」と体罰を否定する意見が８０％と大幅に増加

し、前回調査から意識としては好転した結果となりました。 

しかし、この結果で留まらず、児童虐待の防止のために、子どもの権利に

関して、啓発や教育が重要であるということを記載しました。 

続きまして、３５ページの下の段です。 

障がい者問題の、精神障がい者の生活施設の建設計画に対する意識です。 

建設計画に反対するとした意見は５．６％、それから左側の抵抗はあるが

仕方がないとした意見は、４７．２％と前回の調査から後退をした意識とな

りました。そのためこの取り組みを継続し、障がいのあるなしに関わらず、

すべての人が共生できる社会の実現に向けて取り組むという記載としまし

た。 

続きまして４０ページ、４１ページです。 

こちらは下のところ、外国人の人権に関する意識の中の、在日韓国・朝鮮

人問題です。 

その下の２行目あたりからですが、「Ａ．在日韓国・朝鮮人問題に接する

こともないし、自分には関係ない」とした意見、それから「Ｅ．日本による

朝鮮の植民地支配の歴史などを学校でもっときちんと教えるべきである」と

いう考え方、それから「Ｂ．在日韓国・朝鮮人の習慣や生活文化を知ること

は、日本人が国際社会で生きていくうえで必要な異文化理解の参考になる」

という考え方ですが、その３点いずれも前回の調査からは否定的な意見が増

加した結果になっています。調査時期にもよるのかもしれませんが、この在

日韓国・朝鮮人問題については、国際情勢による影響が著しく見られる結果

となりました。しかし、そのような国際情勢による影響に左右されずに、出
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自に関係なく誰もが尊重される社会をつくることが、必要という記載にした

ところです。 

続きまして、４４ページです。 

性的マイノリティの人権に関する意識について、性的マイノリティへの差

別の現状認識や、解消への展望について、「差別はあるが、将来なくすこと

ができる」と答えた人は、３７．８％と前回調査に比べて差別はなくせると

いう意識が大きく拡がったところが見られました。 

隣の４５ページです。 

「家族友人などが性的マイノリティであることが分かっても、これまでと

同じように接することができる」では、「そう思う」または、「どちらかとい

えばそう思う」と答えた人は、併せて７割を超える結果となりました。 

性的マイノリティの人口に対する割合は、２０２１年に発表された２０２

０年の調査によりますと、８．９％と言われています。全国的に性の多様性

が尊重される社会の実現に向けた取り組みが広がっており、当事者のカミン

グアウトの有無に関わらず、誰もが尊重される社会の実現に取り組まなけれ

ばならないと記載しました。 

続きまして４６ページの一番下のところです。 

新型コロナウイルス感染症に関連した行為です。 

この中の「Ａ．インターネットなどにより感染者やその家族、または濃厚

接触者を探し出そうとすること」について、「差別に当たり、許されないこ

と」と答えた人は、４７．０％と５割弱の人が差別に当たると回答をしてい

ます。一方で、「差別だと思うけれども、感染防止のために仕方がないこと」

３４．３％と「感染防止のために当然のこと」９．３％を併せると４３．６％

と、およそ同じ割合の人が差別であるが調べる必要がある。と答えています。 

一方で、「Ｂ．医療従事者やその家族」に対する中傷であるとか、「Ｃ．介

護関係の仕事に携わる人」への中傷など、エッセンシャルワーカーへの中傷

や忌避・排除という行動については、社会的な問題となったことからも差別

解消に向けた意識というのが見られています。 

新型コロナウイルス感染症に関連した差別は、これまでもハンセン病回復

者や東日本大震災に関する原爆被爆者に対する差別、ＨＩＶ感染者に対する

差別などと構造を同じくしておりますので、コロナ差別が解消する、解消に

向けた道筋、意識の過程というものをあらゆる差別解消に向けた取り組みに

結びつける必要がある、とまとめました。 

第２章に関してピックアップして説明しました。検討をお願いします。 

 

会長： 
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９５％の人が、「差別は恥ずべき行為だ」と答えている一方で、感染した

人や、その家族や、濃厚接触者を探し出すということに関して、約半数近く

の市民がそれは必要だとか、それも仕方ない、やむを得ないと考えたりして

いるとか、精神障がい者の施設が、自分の身の回りにやってくるといったと

きに、反対をしてしまうというような意識であるとかですね。 

冒頭申し上げたように、やはり差別はいけないことだと頭ではわかってい

る一方で、現実の具体的な問題に関して、差別が出てくるという状況にある

んだなというのは、非常によくわかる結果でした。 

躾のためであれば体罰はやむを得んという方がね、５人に１人、というこ

とは子どもたちの５人に１人が、殴られてる、蹴られてる可能性があるって

ことですよね、大変ですよね。３０人学級で５人に１人っていうと、３０人

のクラスで６人の被虐待児童がいるっていう計算になってくるわけですか

ら、これはまあ、子を持つ親という分母になってないから、単純にそれで推

計はできないと思いますけども、そういうことだと思います。 

はい、いかがですか。質問とか意見とか、こういったことが今後の人権行

政の課題としてやっぱり反映されていく必要があると思うので、分析のとこ

ろは大事だと思うんですけれども、はい、どうぞ。 

 

委員： 

４４ページの性的マイノリティのところですが、いろいろ例をあげてくだ

さいましたが、この数カ月、特に性的マイノリティに関する国のあり方が相

当厳しい状態になっていて、１個や２個じゃないですよね。一つの団体では

なくて、もう色んなところから、色んなこの差別や偏見、攻撃っていうのが

続いていって、例えば、ＳＮＳの書き込みを紹介するときは閲覧注意ってい

う、注意書きがありまして、当事者が見たらこれ本当へこむし傷つくし、下

手したら命を落とす方向に持っていくな、というそのイメージが持てるぐら

い酷い状況なんですね。 

それとは別にこの意識調査は良い方向に向かっていると、このギャップで

すよね、やっぱり意識は良い方向に向かっていって嬉しいんですけども、や

っぱ実態はそんな美しいものでないと、相当醜い状況に今いるっていうこと

をまず共有したいというのと、あと、そうですね性的マイノリティの問題プ

ラスインターネットの人権侵害であったり、病気ですねＨＩＶとか、サル痘

ですね、そういうこの複合した問題が今起きている。特に個人的に私もそう

でしたけども、性的マイノリティのことに発言すると、ネットリンチにあう

ことが結構多いんですね、意見を叩き潰そうという構造が仕上がっていると、

例えば最近の例ですと、私の自宅の航空写真、Ｇｏｏｇｌｅマップの航空写
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真が悪用されていると、悪い意味で使われて、拡散されて、攻撃対象になる

っていうのがありまして、その解決方法というのが、いきなりそれが起こる

とわからないんですね、どうしていいか、最終裁判ていうのはわかるんです

けども、じゃあいきなり裁判かって言ったら、中々そこにいかないので、ま

ず一手目どうするかとか、できる選択肢ですよね。解決する選択肢っていう

のが最初から分かれば、迷いも少ないですし、適切な解決ができたのかなと、

で、まあこちらの人権政策課に相談しましてリストですよね。相談先リスト

ということで、我々は法務局の人権擁護のところから、津に行って名古屋に

行って法務省に行って、一部削除っていうところまでいったんですけども、

中々そこまでいけないと思いますし、時間がかかると、ですからその間、航

空写真載り続けるんですよね。悪質な書き込みによって、だからそれが一件

だったら良いんですけど、何十個も何百個もあるんですよ。だからそういう

のをね、一個一個潰すの難しいですけども、方向性、解決策っていうのが、

事前にわかれば良いのかなと思います。 

だったら最近は裁判ですよね。一番近いところでは、犯罪被害者給付金の

高裁判決がやっぱり悪い方向に出たと、で、ちょっと前は同性婚訴訟の大阪

地裁判決でも悪い結果がでたと、流れがね、やっぱり結構悪いんですよね。

そこもやっぱり見落とさずにいろんなシーンですね、裁判であったり、病気

であったり、ネットであったりというのが複合しているっていうのがね、結

構解決がなかなか上手くいかないのかなっていうのを最近感じていますの

で、その辺も出来るだけカバーして向き合っていきたいと思います。 

以上です。 

 

会長： 

はい、非常に大事な視点だと思いますね。 

事実上泣き寝入りを余儀なくされている人が今いかにたくさんいるのか

ということだと思いすね。 

はい、他いかがですか。何かございませんか。 

 

委員： 

ありがとうございます。 

５１ページの（１０）の企業の社会的責任っていう欄があるんですが、こ

こには２００９年の市民意識調査の報告書の結果なんですかね、載ってると

思うんですけど、ここに記載することの意味であったりとか、逆にその市民

意識調査ではなくって伊賀市として、企業さん向けのその訪問等のアンケー

トなんですか、わからないんですけど最新の情報に、もし載せるんやったら、
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する必要があるかなあっていうふうにちょっと思ったので、ここはなぜ２０

０９年なのかっていうのを、ちょっと知りたいのとも含めてちょっとお願い

します。 

 

会長： 

これ以降に調査してるっていうことですかね。 

 

事務局： 

この意識調査の前回からこの項目がなくなっているので、伊賀市で調査し

た報告としてはこれが最新のものなので、継続して掲載させていただいてる

ということになります。 

 

会長： 

これをもう一度ここへ復活させたっていうのは、ひとえに言うと、企業に

おけるその人権という取り組みが大事になってきてるっていうことですか。 

 

事務局： 

はい、伊賀市における企業の人権啓発の取り組みとしましては、人権啓発

の企業訪問および、人権学習等企業連絡会の取り組みがございますけれども、

その企業連絡会につきましてもですね、会員数が伸び悩んでいるという課題

がございますし、実質的にその企業等連絡会の中での人権研修の取り組みな

ども思ったほど、市が事務局もちながらでも進んでいないという現状があり

ましてですね、企業が人権学習・人権研修に取り組むことが企業における従

業員等の意識っていうものが、企業にとっても利益があるんだということを、

やはり啓発していく必要があると思いましたので、ここは継続してこれを掲

載させていただいたところでございます。 

 

委員： 

企業の社会的責任を載せることに関してうんぬんかんぬんはないんです

けど、今の実態というか、この第４次に載せる現状と課題っていう観点から

いくと、この２００９年の、今回の市民意識調査にその項目がなかったのも

よくわかるんですけど、２００９年の調査を載せるっていうよりは何か他に

あったらそっちを載せた方が、よりわかりやすいなっていうふうに思いまし

た。 

 

事務局： 
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わかりました。ありがとうございます。 

では、この人権啓発の企業訪問をしている集計数等もありますので、その

中でどのように変化しているかを、グラフ等で表してわかりやすくちょっと

表示をしたいと思います。 

また提案させていただきます。 

 

会長： 

はいどうぞ。 

 

委員： 

はい、あのまず基本的なところがよくわかってないんですが、今、最新が

２０２０年ですか。 

 

事務局： 

はい。 

 

委員： 

２０００人対象で返送が８８９、前回が２０１４年、６前ですよね。その

前は２００９年、５年前、５年か６年毎に調査のようですけど、やはりだい

たい対象は２０００人でしょうか。それで返送っていうんですか。回答ある

のはだいたい４４％位、前回・前々回もそれぐらいですか。２０００人って

のは、これで２０００人ぐらいが妥当だと選んで４４％で、それで調査して

進めていってくれてるんですが、それで良いと判断されている。多いとか少

ないとか、私のちょっと発送のわりに少ないなという印象なんですよ。 

その辺のところはどのような判断でしょうか。何かでこれは決められてい

るんですか。その年数の間隔とか総数っていうのは。 

 

事務局： 

年数、年数の間隔といいますのは、これはこの計画を新たに更新する際の

基礎資料という形で、これを活用しますので、この計画を立てる１年前２年

前に実施をするということで今回、第４次計画のために基礎資料として今回

実施したということ。 

 

委員： 

ある程度の間隔があるということは・・・ 
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事務局： 

そういうことです。はい、意識を更新するというか、新たな計画を立てる

際に出来るだけ近い時期の市民意識を基にするということが・・・ 

 

会長： 

要するに一般的に言うと、伊賀市人口が幾らあって、この伊賀市の人口を

代表するような市民の意識を統計上明らかにするためには、どれくらいのサ

ンプル数取らなあかんという数があって、それを郵送でするなら回収率は３

割とか４割ならば、何ぼぐらいの市民を住民基本台帳から抽出して送らなあ

かんと、いわゆる統計学という学問に基づいてサンプル数を決めてやってる

ということじゃないんですか。 

 

委員： 

そういったことだと判断されてるってことですか。 

 

事務局： 

はい、今会長が仰ったところで、伊賀市民八万数千人の中から割り出した、

そして偏りのないデータをとるという中では、この２０００人として４０

数％という回答率ということを、見越した形で人数を設定しているというこ

とでございます。 

 

会長： 

ですから、８万人とっても、２千人とっても答えは変わらへんというのが

統計学やから、そういうことになってるってことですよね。 

ですから、データそのものの信頼性がないとかあるとかいう議論ではなく

て、これはきちっと市民の意見を代表してるっていうそういう理解でよろし

いですか。 

 

事務局： 

それに基づいてさしていただいております。 

 

会長： 

はい、その他いかがでしょうか。はいどうぞ 

 

委員： 

今の資料のですね、３８ページのですね、横棒グラフ今の話の流れがどう
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かってことなんですけども、障がい者の雇用がある企業の事業所数の割合と

いうことでですね、ちょっと私、この数字見て伊賀市さんが調べていただい

たものと分母も違いますし、対象者も違うということなんですけども、２０

２０年と比べて、障がい者の雇用実績があるよというふうに答えていただい

た企業さん、１０ポイント以上減ってるというふうな統計になってるんです

けども、実際私どもの調査はこれじゃなくて、すごくこれ、私見たとき違和

感があったんですけども、あえてこれは調査の仕方でしょうがのないことか

もわかりませんけども、この辺はどうなんでしょうかっていうことで、１０

ポイントほど減ってるというか逆に増えてるような状況でございますので、

まあ実態は、雇用率の方も上がっておりますので、この辺どうかなっていう

のはちょっと違和感がありましたので、発言させていただきました。 

 

事務局： 

はい、ありがとうございます。これは、伊賀市がハローワークや三重県と、

共同で行っている企業訪問の調査報告書の数で示しているもので割合を出

しているものですので、もし数字等提供していただけるのであれば、そちら

の方に更新させていただきたいと思います。 

 

委員： 

まあ表数自体がいいとか悪いとかっていう話じゃなくてですね、これを見

られた市民の方とかですね、関係の方から見れば減っとるんだというふうに、

思われてしまうのがいかがなものかなということで。 

 

事務局： 

誤解を生じてはてはいけませんもので、提供いただければありがたいです。 

 

委員： 

はい。 

 

会長： 

そしたら最新のデータはデータでいただいておくということと、それと市

民の方がこれ読んだときに誤解のないような表現にしてあげないと、これが

あたかも伊賀市内の事業所の全体像だというふうになるとダメなんで、その

一部の事業所に訪問した結果、こういう結果が出たっていうことですから、

全体像を書いて、また必要であれば両論併記するとしましょうか。 

はい、よろしくお願いします。 
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１９７５年の部落地名総監事件をきっかけに、当時あの企業内同和問題研

修推進員制度っていうのが、ちょうど４５年前に当時の労働省が進めてきた

わけですね。 

これが同和問題だけに限らずに、企業における公正採用選考ということで、

今からちょうど２５年前に今の名前ですね、公正採用選考人権啓発推進員制

度というのに名称変更して、いろいろな差別や、人権という問題を採用選考

に当たって、啓発・教育していこうということになったわけでありますから、

ＳＤＧｓ含めて企業における人権というのが、ハラスメントの法制度ですと

か、障害者差別解消法や、雇用の差別禁止法等が施行されている状況の中で、

企業に求められている人権というレベルが、この１０年２０年の間に非常に

高くなってきて、問題はその多くの中小企業がこれについていけてるのかと

いうことが今、逆に問題になっているというもので、どう中小企業にこの支

援できるのかというね、労働行政とか、自治体行政の役割が強くなってきて

るのではないかなと思っています。 

あと、調査の結果の分析の件について、何か質問とかご意見、今日、非常

に大事な視点を審議委員の皆さんから指摘をいただいていると思うんです

けど、よろしいですか。はい、なければこの議案についてはここまでとしま

して、次に事項３その他の方に進みます。 

事務局から連絡事項等がありましたらお願いします。 

 

事務局： 

はい、連絡事項としまして、事務局から次回の会議日程につきまして御連

絡をいたします。 

 

～以降日程調整～ 

 

事務局： 

審議事項の詳細についてはですね、会議開催のご案内時に合わせて、ご連

絡をさせていただきたいと思います。 

本計画の本文の審議をいただいて、中間案をまとめてまいりたいと考えて

おります。その後市の決定機関である総合政策会議に提案をして、そこでの

意見を取りまとめてパブリックコメントへと進めてまいりたいと思います。 

よろしくお願いいたします。 

 

会長： 

はい、ありがとうございました。 
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次回の日程とテーマについてご説明ありましたけれども、この点なにかご

ざいませんか。なければですね、本日の事項については以上でございます。 

もし、全体通じまして何か最後にございましたら、私から一点だけこれす

いません。 

２５ページのね、その時に言えば良かったんですけども、ちょっと言い忘

れまして、基本理念のところにね、三重県の条例差別禁止条例が入ってない

のではないかなと思って、「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律の基

本理念を進取します」の前ぐらいに三重県の条例を入れるとか、ちょっとこ

うどこに入れたらいいとかっていうのはありますけど、とりあえず三重の包

括的な差別禁止条例、非常に先進的でございますので、後からも三重県と連

携せなあかんということが出てくると思うんで、基本理念のところに、はい

お願いをいたします。よろしいですか。 

 

事務局： 

はい、承知いたしました。 

 

会長： 

それではこれで閉会をいたします。マイクをお返しします。 

 

事務局： 

それでは先ほど申し上げました、次回第４回目の会議日程につきましては、

改めて皆様にご案内をさせていただきたいと思います。 

また、当日の資料につきましては、完成次第送付をさせていただきたいと

思います。 

最後に部長の上島より、終わりのご挨拶をさせていただきたいと思います。 

 

事務局： 

部長あいさつ。 


